経済省の果たした役割とその教訓 by 石見 豊







































































































経済大臣 G.ブラウン（1964 年 10 月 16 日～ 66 年 8 月 11 日）
 R. M. M.スチュアート（1966 年 8 月 11 日～ 67 年 8 月 29 日）
 P. D.ショーア（1967 年 8 月 29 日～ 69 年 10 月 6 日）
政務次官 W. T.ロジャーズ（1964 年 10 月 21 日～ 67 年 1 月 7 日）
 M. A.フォーリー（1964 年 10 月 21 日～ 66 年 4 月 6 日）
 P. D.ショーア（1967 年 1 月 7 日～ 67 年 8 月 29 日）
 N. H.リーヴァー（1967 年 1 月 7 日～ 67 年 8 月 29 日）
 A. J.ウィリアムズ（1967 年 8 月 29 日～ 69 年 10 月 6 日）
 E.デル（1967 年 8 月 29 日～ 68 年 4 月 6 日）
担当大臣 C.A.R.クロスランド（1964 年 12 月 22 日～ 65 年 1 月 27 日）
 A. H.アルブ（1965 年 1 月 27 日～ 67 年 1 月 7 日）
 T.アーウィン（1968 年 4 月 6 日～ 69 年 10 月 6 日）
出 典：Clifford, C., McMillan, A., McLean, I. The Organisation of Central 
Government Departments: A History 1964–1992, Volume III: Departmental 
and Ministers, Part III: Ministers and Ministerial Offices, Oxford: Nuffield 
College, 1997, p. 495










もあった。1967 年 3 月，マイケル・ステュアートは，寡占，合併，制限的
慣行に関する権限を商務省から経済省に移管するようにウィルソンを説得し
た。しかし，それは実現しなかった 13）。





任を失い，商務省に明け渡すことになった。さらに，1968 年 4 月には，所
得政策に関する権限は，雇用・生産省に移管された。この権限移管によって，
経済省に残された権限は地域政策のみとなった 14）。
　経済省は，1969 年 10 月，最終的に解体された。残された権限・責任は，
大蔵省，技術省，新設の地方自治・地域計画大臣，商務省，雇用・生産省に
移管（再配分）された。
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図表 2　経済省の概要および機能の変遷
1．設置年：1964 年 10 月 16 日
2． 形成形態：行政上の措置（経済省の機能は大半が非法律上のものであり，新設さ
れた第一国務大臣および経済大臣に国王大権によって付与されたものである）
3． 廃止年：1969 年 10 月 5 日
4． 終了形態：行政上での終了（と推定される）










　　1965 年 3 月，行政上の措置，新しい機能
　・産業再編公社（the Industrial Reorganisation Corporation）に関する責任








　　1967 年 8 月，行政上の措置
　・価格所得政策全般に関する責任
　　移管先：雇用・生産省
　　1968 年 4 月，行政上の措置
　・中期および長期予測の責任：公的セクターに関係する産業政策
　　移管先：大蔵省
　　1969 年 10 月 5 日，行政上の措置
　・公的および民間産業機能の領域，構造政策，生産性
　　移管先：技術省（Mintech）
　　1969 年 10 月 5 日，行政上の措置
　・産業開発公社に関する責任
　　移管先：技術省
　　1969 年 10 月 23 日，MCA 1946 c. 31, 1969 年技術省令
　・ 地域政策：リージョン計画評議会およびリージョン計画庁の監督，住宅・地方自治・交通の調整
　　移管先：地方自治・地域計画省
　　1969 年 10 月 5 日，行政上の措置
　・ 国家経済開発評議会の業務内容および優先事項の調整・助言，その評決および人事の監督
　　移管先：内閣事務局
　　1969 年 10 月 5 日，行政上の措置
8．省に対する大臣責任
　・1964 年 10 月 16 日～ 1967 年 8 月 29 日：第一国務大臣／経済大臣
　・1967 年 8 月 29 日～ 1968 年 4 月：首相（全般的統制）
　・1968 年 4 月：経済大臣
出典：Clifford, C., McMillan, A., McLean, I. The Organisation of Central Government 
Departments: A History 1964–1992, Volume II: Departmental Function Transfers, 
Oxford: Nuffield College, 1997, pp. 42–45













経済調整（1964 ～ 65 年）
　　対外関係（1964 ～ 65 年）
　　成長，所得および価格政策（1964 ～ 65 年）
　　公的支出（1964 ～ 65 年）
　　特定業務（1964 ～ 65 年）
経済調整（国内）（1965 ～ 67 年）
　　成長，所得および価格政策（1965 ～ 67 年）
　　公的支出（1965 ～ 67 年）
経済調整（海外）（1965 ～ 67 年）
　　対外関係（1965 ～ 67 年）
経済グループ（1968 ～ 69 年）
経済計画（1964 ～ 67 年）
経済計画庁（1967 ～ 69 年）
施設および財政（1964 ～ 69 年）
対外政策（1967 ～ 68 年）
一般計画グループ（1967 ～ 68 年）
産業グループ（1968 ～ 69 年）
産業政策，価格および所得（1967 ～ 68 年）
情報（1964 ～ 69 年）
英連邦移民調整（1965 ～ 66 年）
地域グループ（1968 ～ 69 年）
地域計画（1967 ～ 68 年）
地域政策（1964 ～ 67 年）
出 典：Clifford, C., McMillan, A., McLean, I. The 
Organisation of Central Government Departments: 
A History 1964–1992, Volume III: Departmental 
and Ministers, Part II: Internal Structural Changes, 
Oxford: Nuffield College, 1997, pp. 198–199
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3．政府機構の再編に関する傾向









考になる次のような興味深い研究を行っている。それは 1960 年～ 83 年の間
の政府の省の設置と廃止の動きについての調査であった。この 24 年間で合
計29の省が設置され，一方，合計34の省が廃止された（図表4および5参照）。
設置と廃止ともに動きが激しいのは，64 年，68 年，70 年，74 年の 4つの年
であった。具体的な省の再編の動きについて，図表 6および 7を基に整理す
ると次の通りである。
図表 4　1960 年～ 83 年における政府省の誕生と消滅
出 典：Pollitt, C. Minipulating the Machine: Changing the Pattern of 
Ministerial Departments, 1960–83, London: George Allen & Unwin, 1984, p. 16



















　以上の 4つの年のうち，3つ（64 年，70 年，74 年）が政権交代の年である。
1964 年は，A.F.D.ヒューム保守党内閣からハロルド・ウィルソン労働党内
閣に政権交代した年であり，1970 年は，ウィルソン内閣からエドワード・ヒー
図表 5　1960 年～ 83 年における政府省の存続年数
出典：Pollitt, C. Minipulating the Machine: Changing the Pattern of Ministerial 
Departments, 1960–83, London: George Allen & Unwin, 1984, p. 18




はないが，上記のように 51 年 6 か月続いた労働省が雇用・生産省に再編され，











　これらの 1960 年～ 83 年の間の特に再編の動きが激しかった 4つの年の特
徴について見ると，少なくとも次の 3点が言える。第一は，経済，雇用・労働，
商務・産業，技術・科学の分野に再編が集中していることである。これらの

























図表 6　1960 年～ 83 年に創設された新しい政府省の状況
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出典：Pollitt, C. Minipulating the Machine: Changing the Pattern of Ministerial 
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図表 7　1960 ～ 83 における政府省の消滅の状況
出典：Pollitt, C. Minipulating the Machine: Changing the Pattern of Ministerial 
Departments, 1960–83, London: George Allen & Unwin, 1984, pp. 24–27








政研究所の調査に基づいて，1914 年～ 64 年の間の政府機構の変遷について
整理した。以下，少し彼らの説明を紹介したい。彼らは，1914 年以降の政
府機構の変遷について扱っているが，1914 年～ 22 年，22 年～ 39 年，39 年









る大臣数は 21 名で，そのうち 15 名が省庁を管轄し（‘departmental’），一方，
4名は省庁の管轄のない大臣だった。
　1914 年～ 22 年の間に発展した中央政府の構造は「明らかに一時的なもの
と，永続性のあるものに」26）分けることができると言う。特に，前者はその
数の増加が著しかった。1922 年～ 39 年の 20 年近くの間は，比較的に行政
的に安定した時代であり，政府機構の再編の動きは少なかった。1939 年～































ホールデーン報告 29）と第二次大戦中のアンダーソン委員会 30），1970 年の政

























る。その際に鍵となるのが，国家経済開発評議会（the National Economic 
Development Council: NEDC）の存在である。そこでまず，NEDCの性格や
特徴について述べてみたい。





















Planning Board: EPB）や国家生産諮問評議会（the National Production 
Advisory Council: NPAC），価格・生産・所得評議会（the Council on Prices, 










発庁 [NEDO]官房長）。残り 16 名については，国営企業（2名），民間企業
（6名）38），TUC(6 名）39），個人専門家（2名）からそれぞれ選出された。
　NEDCの会議は月に一回程度であったので，それを支える常設のスタッ
フ組織が必要であった。それが，国家経済開発庁（the National Economic 
Development Office: NEDO）である。NEDOは，官房長によって率いられ，







































































　　⑤  1964 年と 66年にポンド危機が起こり，急激なデフレが進行し，政府
は対応を迫られた。ウィルソン政権は，平価切下げか，1966 年の全国
計画の放棄か，いずれかの選択を迫られたが，ウィルソン首相は，ポ
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